
消費者委員会 

成年年齢引下げ対応検討ワーキング・グループ（第９回） 

議事次第 

 
平成 28 年 11 月 29 日（火）16 時～ 

消費者委員会会議室 

 

１．開会 

２．議事 

○ 関係省庁・関係団体からの報告 

３．閉会 

 

配付資料 

資料１ 金融庁提出資料 

 御説明資料 

資料２ 金融広報中央委員会提出資料 

 若者の消費者トラブル防止への取り組み‐‐‐現状と今後の可能性‐‐‐ 

資料３ 全国消費者団体連絡会提出資料 

３－１ 「民法の成年年齢引き下げに伴う消費者課題」について 

３－２  民法の成年年齢引き下げに関する意見 

資料４ 日本経済団体連合会提出資料 

成年年齢引下げへの対応に関する意見 

資料５ 日本司法書士会連合会提出資料 

 成年年齢の引き下げに伴う消費者被害への対応について 

資料６ 日本弁護士連合会提出資料 

６－１  成年年齢引下げと若年消費者の保護に関する施策（案） 

６－２  民法の成年年齢引下げは慎重であるべき 

６－３  ちょっと待って！民法改正！知っていますか？成年年齢が 

20 歳から 18 歳に？！ 

６－４  民法の成年年齢の引下げに関する意見書 

６－５  「民法の成年年齢の引下げの施行方法に関する意見募集」に対する 

意見書 

資料７ 法務省提出資料 

７－１ 法教育の概要 

７－２ 法教育の普及・推進に向けた法務省の取組 

７－３ 法教育と消費者教育 

 


